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１．「論点整理」で示された方向性
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老後の生活に備えるための個人の自助努力に関連する現行の税制上の仕組みである

• 財形年金貯蓄やＮＩＳＡなどの金融所得に対する非課税制度

• 企業年金・個人年金等に関連する諸制度

について、以下の検討を進める。

○ 就労形態や対象となる金融商品に応じて利用できる制度が細分化されており、個人の働き方やライフ

コースによって、受けられる税制上の支援の大きさが異なっている。個人の働き方やライフコースに影

響されない公平な制度の構築を念頭に、幅広く検討。

○ その際、拠出・運用・給付の各段階を通じた体系的な課税のあり方について、公平な税負担の確保や、

高齢化の進展、貯蓄率の低下等の構造変化を踏まえて検討。

○ また、給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスについて、働き方やライフコースの多様化

を踏まえて検討。

○ 金融所得に対しては、他の所得と分離して比例的な税率で課税するとともに損益通算の範囲を拡大する

金融所得課税の一体化の取組が進められてきた。今後とも、グローバルに移動する資本から生じる所得

に対して累進的な税負担を求めることは難しいことも踏まえ、金融所得課税の一体化を引き続き進めて

いく必要。その際、勤労所得との間での負担の公平感にも留意。

「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理」
（平成27年11月・政府税制調査会）において取りまとめた方向性
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２．老後に備える資産形成について

（１）高齢者の所得・貯蓄等の状況
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高齢者世帯の貯蓄の状況

○ 高齢者夫婦のみ世帯の金融資産額の世帯数分布を見ると、金融資産額3,000万円以上の世帯の割合が
最も大きい。
一方、2番目に多いのは金融資産額450万円未満の世帯であり、その割合は徐々に増加している。

（出所）総務省「全国消費実態調査」
（注）高齢者夫婦のみ世帯は、「高齢者夫婦世帯（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦のみの世帯）」。
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高齢者夫婦のみ世帯
（1994年）

（平均:71.0歳）

高齢者夫婦のみ世帯
（2009年）

（平均:72.7歳）

高齢者夫婦のみ世帯
（2014年）

（平均:73.1歳）

（世帯数分布）

（金融資産額階級 万円以上－万円未満）
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公的年金の現状

□ 高齢者世帯（※）の収入の65％を公的年金が占めている現状である。また、高齢者世帯の50％
強は公的年金のみで生活している現状である。

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯を言う。下記では、高齢者世帯のうち、公
的年金・恩給を受給している世帯を示している。

（出所）厚生労働省 平成28年「国民生活基礎調査」

⾼齢者世帯の収⼊状況

高齢者世帯の所
得のうち、
約65％が

公的年金・恩給

厚生労働省資料

公的年
金・恩給
が総所得
に占める

割合

全てが
公的年金・恩給
54.1%80～100％未満

12.0%

60～80％未満
12.4%

40～60％未満
10.7%

20～40％未満
7.2%

20％未満
3.5%

公的年金・恩給
201.6万円
(65.4%)

稼働所得
65.0万円
(21.1%)

財産所得
22.9万円
(7.4%)

仕送り・企業年金・
個人年金・その他の所得

16.9万円(5.5%)

公的年金・恩給以外の
社会保障給付金

1.9万円(0.6%)

高齢者世帯
1世帯あたり
平均所得金額
308.4万円
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高齢者世帯の約半数（47.4％）

（右軸）

（出所）平成29年国民生活基礎調査（厚生労働省）第106表「高齢者世帯数，公的年金-恩給の総所得に占める割合・所得金額階級別」
（注１）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
（注２）公的年金・恩給を受給していない高齢者世帯は、「20％未満」に含めている。

○ 高齢者世帯の約半数が所得金額100万円～300万円。このうち６割以上の世帯は、所得が公的年金のみ。
○ 所得の多い高齢者世帯では、公的年金が総所得に占める割合は低下。その他の様々な収入源から生活していることが窺える。

公的年金・恩給の総所得比（左軸）

所得金額（万円）

所得金額階級別 公的年金等が総所得に占める割合（高齢者世帯）
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マクロ経済スライドと所得代替率の見込み

 マクロ経済スライドにより、今後、中長期的な公的年金の給付水準の調整が見込まれている。
 報酬比例部分に比べて、基礎年金の調整期間が長く、水準低下が大きい。

６２．７％
⽐例︓25.9％
基礎︓36.8％

５９．７％ ５６．５％ ５０．６％５０．６％
⽐例︓24.5％
基礎︓26.0％

平成26年度 平成31年度 平成42年度 平成55年度 平成62年度

平成26年財政検証結果（経済ケースE・⼈⼝中位）

（出所）厚生労働省 平成26年「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し－平成26年財政検証結果－」

（夫婦の年金額：21.8万円）

概ね2割減

概ね3割減

所得代替率（※）

の推移

（※）「所得代替率」とは、年金を受け取り始める時点（65歳）における、現役世代の平均手取り収入額（ボーナス込み）に対する厚生年金の標準的な年金額の比
率のことをいう。

厚生労働省資料をもとに作成
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家計貯蓄等の推移

○ 1990年代以降、老後に備える現役世代のうち、50歳代の金融資産額が概ね横ばいである一方、いわゆる
子育て世代に相当する30歳代、40歳代の家計において金融資産額、世帯収入がともに減少している。

（出所）総務省「全国消費実態調査」
（注１）世帯は二人以上世帯。
（注２）金融資産額は、郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険・損害保険の掛金、株式・債券・投資信託・金銭信託等の有価証券と

社内預金などの金融機関外への貯蓄の合計額。
（注３）年間収入は、世帯主以外の世帯員を含む世帯全体の1年間の収入。

世帯主の年齢階級別 1世帯当たりの金融資産額及び年間収入の推移

30歳未満 40歳～49歳 50歳～59歳30歳～39歳

金融資産額：
棒グラフで表示

年間収入：
線グラフで表示

（万円）
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Ⅲ 年金分野の改革

３ 長期的な持続可能性を強固にし、セーフティネット機能（防貧機能）を強化する改革に向けて

（１）マクロ経済スライドの見直し

（略）

2009（平成21）年の財政検証においては、約10年間で水準調整が完了する報酬比例部分に

比べて、基礎年金の調整期間が約30年と長期間にわたり、水準の調整の度合いも大きくなって

いる。当国民会議における議論の中では、基礎年金の調整期間が長期化し水準が低下すること

への懸念が示されており、基礎年金と報酬比例部分のバランスに関しての検討や、公的年金の

給付水準の調整を補う私的年金での対応への支援も含めた検討も併せて行うことが求められる。

社会保障制度改革国民会議 報告書（平成25年８月）（抄）
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２．老後に備える資産形成について

（２）諸制度の概観
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国民年金基金

小規模
企業共済

※役員のみ

投資・貯蓄
促進

退職金共済

企業年金・
個人年金等

公的年金

本人が（主に）拠出するもの事業主が（主に）拠出するもの 事業主拠出・本人拠出（折半）

（凡例）老後の備え等に対する自助努力（資産形成）への支援について、税制上の措置が講じられている主なものを掲げた。色分けの分類は以下のとおり。

ＮＩＳＡ（上場株式等）

個人年金（保険）

財形住宅・年金貯蓄（預貯金、保険等）
※ 従業員のみ

障害者等マル優等（預貯金、公債等）

中小企業
退職金共済

※ 従業員のみ
小規模企業共済

厚生年金

基礎年金 基礎年金基礎年金

本人拠出なし

正規雇用労働者
（大企業役員・従業員）

正規雇用労働者
（中小企業役員・従業員）

非正規雇用労働者
自営業主

（フリーランス等）
自営業主

（伝統的自営業、士業等）

専業主婦
（正規雇用労働者の

無就業配偶者）

企業型確定拠出年金（企業型ＤＣ）

確定給付企業年金（ＤＢ）

企業が任意で
実施

ＤＢ及び企業型ＤＣは、企業が任意で実施。厚生年金被
保険者のうち企業年金加入者等の割合は、４割弱

個人型確定拠出年金（個人型ＤＣ、ｉＤｅＣｏ）

個人型ＤＣの拠出限度額は企業年
金の加入状況等によって異なる

（注）上記は、原則的な取扱いを示すものであり、個々の制度について加入可能な対象者の範囲等をすべて図示したものではない。

老後の備え等に対する自助努力（資産形成）への主な支援措置の現状（イメージ）
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主な私的年金制度、非課税貯蓄・投資制度の概要

制度 掛金等の負担
非課税措置の概要

払出制限
事業主拠出時 本人拠出時 運用時 給付時

私
的
年
金

確定給付企業年金（DB）
•あらかじめ加入者が将来
受け取る年金給付の算定
方法が決まっている制度

原則、事業主が拠出（本人も
一部拠出可能）
※拠出限度額なし

全額損金
算入

一部控除

生命保険料
控除

課税停止
（注）

【年金払い】
雑所得
（公的年金等
控除）

【一時金払い】
退職所得又は
一時所得

なし
(中途引出し可)

確定拠出年金（DC）
•あらかじめ定められた拠出
額と運用収益の合計額を
基に給付額が決まる制度
（掛金は個人ごとに管理さ
れ、本人が資産を運用）

【企業型DC】
原則、事業主が拠出（本人も
一部拠出可能）
【個人型DC】（iDeCo）
原則、本人が拠出
※企業型、個人型共に拠出

限度額あり

全額控除

小規模企業
共済等掛金

控除

支給開始年齢
まで払出不可

厚生年金基金
•企業が基金を設立し上乗
せ給付等を行う制度

※平成26年度以降新設不可

原則、事業主と本人の折半
（一定の範囲で事業主の負
担割合を増加可能）
※拠出限度額なし

全額控除

社会保険料
控除

支給開始年齢
まで払出不可

適格退職年金
•一定の要件の下で企業が
退職金を積み立てる制度

※平成23年度末で廃止

規約により設定
※拠出限度額なし

一部控除

生命保険料
控除

なし
(中途引出し可)

非
課
税
貯
蓄
・投
資

ＮＩＳＡ
•非課税口座内の少額上場
株式等の譲渡益及び配当
等について非課税

【一般ＮＩＳＡ】
投資限度額：年120万円（非
課税期間５年間）
【つみたてＮＩＳＡ】
投資限度額：年40万円（非課
税期間20年間）

事業主拠出
なし

税引き後
所得から

拠出
非課税 －

なし

財形住宅（年金）貯蓄
•特定目的の給与天引きの貯
蓄について利子等非課税

財形住宅貯蓄、財形年金貯
蓄の合算で元本550万円が
上限

住宅取得・年金支
払以外の払出は

遡及課税

主な私的年金制度、非課税貯蓄・投資制度の概要

（注）積立金の残高について1.173%の特別法人税を課税。ただし、平成11年４月から平成32年３月までは課税停止とされている。
（備考）上記は、企業に勤める者が加入対象の主な制度を記載。上記のほか、自営業者等が加入する国民年金基金や公務員等が加入する退職等年金給付などがあることに留意。

Ｔ Ｅ Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｔ(t)
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平成9年３月 平成14年３月 平成19年３月 平成24年３月 平成29年３月

NISA

住宅財形

年金財形

ＤＣ（個人型）

ＤＣ（企業型）

ＤＢ

厚生年金基金

適格退職年金

（DC（企業型））

公的年金の被保険者数（万人）

（万人）

内、稼働口座（注）

657

1,077

年金、貯蓄制度及びＮＩＳＡの加入者等の推移主な私的年金制度、非課税貯蓄・投資制度の加入者数等の推移

（注） 「ＮＩＳＡ口座の利用状況に関する調査結果（金融庁）」による口座開設数（1,077万口座）に、「NISA口座開設・利用状況調査結果（日本証券業協会）」による稼働率（61.0%）を乗じたもの。
（備考）１ 「加入者数等」とは、保険料の拠出や貯蓄・投資を行う者（各年金制度の被保険者又は加入者、財形制度の利用者、ＮＩＳＡ制度の口座開設者）の人数をいう。

２ ＮＩＳＡ以外の加入者数等は、「厚生年金保険・国民年金事業の概況（厚生労働省）」、「企業年金の受託概況（生命保険協会・信託協会・JA共済連）」、「企業年金白書（ライフデザイン研究所）」
及び「財形貯蓄制度の実施状況について（厚生労働省発表）」による。

３ 企業に勤める者が加入対象の主な制度の加入者数を記載しており、重複加入もある。また、上記のほか、自営業者等が加入する国民年金基金（約40万人）、公務員等が加入する退職等年金給
付（約445万人）などがあることに留意（いずれも加入者数は平成29年3月末の値）。

13年10月～ＤＣ法の施行

14年４月～ＤＢ法の施行

26年～NISAの創設

29年～
DC(個人)の
加入者範囲
の拡大
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